■資料７－助成金等検討資料
	分類
	タイプ
	概要
	事例
	備考

	環境関連

投資助成
	設備投資
助成・融資
	・省エネ効果のある設備や、太陽光発電等の新エネルギー設備への投資を行う企業に対して補助金を交付・または融資を行う。
	県

市
	○環境対策設備導入促進補助金(鳥取県)

　ＣＯ2排出量削減率１０％以上(省エネ)、先進的な新エネ設備（10kW以上の太陽光発電システム他）等を条件に、設備投資額の１/２(限度額：1,500万円)を助成。

○省エネ設備導入補助金(京都市)

　省エネ診断に基づいて行う設備投資に対して、投資額の１/３(限度額：300万円)を助成。
	

	
	企業立地

奨励金
	・企業立地の際に省エネ・新エネ設備を導入する企業に対して、企業立地奨励金に上乗せする形で補助金を交付する。
	市
	○環境推進奨励金(豊橋市)

　立地奨励金の対象企業が、操業に伴い環境施設を設置した場合に投資額の１/３(限度額：1,500万円)を助成。
○環境保全施設設置助成金(狭山市)

　立地奨励金の対象企業が、操業に伴い環境施設を設置した場合に投資額の１/２(限度額：300万円)を助成。
	

	高齢者雇用環境整備助成


	離職者の再就職支援
	・６０歳以上の高齢者を雇用した事業者に対し、雇用した高齢者の給与の一部を助成する。
	市
	○高年齢者雇用奨励金(伊丹市)

　高年齢者（60歳以上65歳未満）を常用労働者として雇い入れた場合、高年齢者1人につき月額10，000円（上限120，000円）を補助する。交付期間：12ヶ月。
	・この他、国の｢特定求職者雇用開発助成金｣の給付期間を延長する形で市が補助金を交付する事例がある。(金沢市・大野市)

	
	就業規定の改定推進
	・定年の引上げ・廃止等の就業規則の変更を行った事業者に対し、補助金を交付する。
	その他
	○定年引上げ等奨励金(高齢・障害者雇用支援機構)

　６５歳以上への定年の引上げ、希望者全員を対象とする７０歳以上までの継続雇用制度の導入等を実施した事業者に対し、企業規模等に応じた補助金を交付。例：従業員数10～99人の企業が定年を70歳以上に引上げた場合、120万円が支給される。
	

	
	設備投資助成
	・高齢者の作業を容易にするための機械設備の導入等に対して、費用の一部を助成・融資する。
	その他
	○高齢者雇用モデル企業助成金(高齢・障害者雇用支援機構)
　高齢者の職域の拡大等を記載した計画書を提出し、認定を受けることを条件として、その計画に従って高齢者等の作業を容易にするための機械設備等を導入した場合に、設置費用の１/２(限度額：500万円)を助成する。
	・当該事例の助成金は2008年度から拡充されたが、現時点で県内での申請数は０件。

	企業信用力向上
	プライバシーマーク取得支援
	・プライバシーマークの取得企業に対して審査費用等の一部を助成。

・プライバシーマークとは、個人情報について適切な保護措置を講ずる体制を整備している事業者等を財団法人日本情報処理開発協会(JIPDEC)が認定し、付与されるもの。
	区
	○環境認証等取得費補助金(江東区)

プライバシーマークを取得する区内の中小企業者等に対し、その経費の１/２(限度額：20万円)を補助する。実績：２件/年

○プライバシーマーク認定取得支援(目黒区)

　プライバシーマークを取得する区内の中小企業者等に対し、その経費の２/３(限度額：80万円)を補助する。実績：２件/年
	

	
	中小企業格付取得支援
	・民間の格付機関が提供する中小企業格付の取得費用の一部を助成。

・金融庁の指定格付機関等がサービス提供しており、最も古いものでも2005年開始という、比較的新しいサービスである。
	－
	○自治体による助成等は行われていない

【参考：主な中小企業格付け】

・日本ＳＭＥ格付け(スタンダード＆プアーズ)

対象：年商10億～100億円　実績：170社程度
・Ｒ＆Ｉ中堅企業格付け(格付投資情報センター)
対象：年商５億～100億円　実績：30社程度
	・日本ＳＭＥ格付けについては、担当者が春日井市に来庁した経緯あり。
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